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税務

ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
、
ポ
ス

ト
コ
ロ
ナ
時
代
の
経
済

社
会
の
変
化
に
対
応
す

る
中
小
企
業
等
を
支
援
す
る
た
め
に

設
け
ら
れ
た
補
助
金
制
度
に
つ
い
て

教
え
て
く
だ
さ
い
。

事
業
再
構
築
補
助
金
の
仕
組
み
と

申
請
の
ポ
イ
ン
ト

税
理
士
法
人
ア
フ
ェッ
ク
ス

（
商
工
研
相
談
業
務
委
嘱
先
）

税
理
士
・
公
認
会
計
士

金
子
尚
貴

　

事
業
再
構
築
補
助
金

（
中
小
企
業
等
事
業
再

構
築
促
進
事
業
）
は
、

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
当
面
の
需
要
や
売

上
の
回
復
が
難
し
い
な
か
、
思
い
切

っ
た
事
業
再
構
築
に
取
り
組
む
中
小

企
業
等
を
支
援
し
、
日
本
経
済
の
構

造
転
換
を
促
す
た
め
に
創
設
さ
れ
ま

し
た
。
第
6
回
公
募
が
6
月
末
に
締

め
切
ら
れ
、
本
年
度
は
さ
ら
に
2
回

程
度
の
公
募
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

本
稿
で
は
、
第
6
回
公
募
要
領
を

参
考
に
、
申
請
要
件
や
ポ
イ
ン
ト
な

ど
を
解
説
し
ま
す
。
補
助
額
・
補
助

率
お
よ
び
タ
イ
ム
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
、

図
表
❶
❷
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

１
．
必
須
申
請
要
件

　

以
下
を
満
た
す
こ
と
が
前
提
で
す
。

①
2
0
2
0
年
4
月
以
降
の
連
続
す

る
6
カ
月
間
の
う
ち
、
任
意
の
3

カ
月
の
合
計
売
上
高
が
、
コ
ロ
ナ

以
前
（
19
年
ま
た
は
20
年
1
～
3

月
）
の
同
3
カ
月
の
合
計
売
上
高

と
比
べ
て
10
％
以
上
減
少
し
て
い

る
こ
と
。
売
上
高
に
代
え
て
、
付

加
価
値
額
（
営
業
利
益
、
人
件
費
、

減
価
償
却
額
の
合
計
額
）
を
用
い

る
こ
と
も
可
能

②
事
業
計
画
を
認
定
経
営
革
新
等
支

援
機
関
や
金
融
機
関
と
策
定
し
、

一
体
と
な
っ
て
事
業
再
構
築
に
取

り
組
む
こ
と

③
補
助
事
業
終
了
後
3
～
5
年
で
付

加
価
値
額
の
年
率
平
均
3
・
0
％

（
グ
リ
ー
ン
成
長
枠
は
5
・
0

％
）
以
上
増
加
、
ま
た
は
従
業
員

一
人
当
た
り
付
加
価
値
額
の
年
率

平
均
3
・
0
％
（
同
5
・
0
％
）

以
上
増
加
の
達
成
を
見
込
む
事
業

計
画
の
策
定

２
．
事
業
類
型
と
申
請
の
ポ
イ
ン
ト

　

事
業
再
構
築
補
助
金
に
は
「
通
常

枠
」「
大
規
模
賃
金
引
上
枠
」「
回
復

・
再
生
応
援
枠
」「
最
低
賃
金
枠
」

「
グ
リ
ー
ン
成
長
枠
」
の
5
つ
の
事

業
類
型
が
あ
り
、
大
規
模
賃
金
引
上

枠
、
回
復
・
再
生
応
援
枠
、
最
低
賃

金
枠
、
グ
リ
ー
ン
成
長
枠
に
申
請
し

て
不
採
択
だ
っ
た
場
合
に
は
、
通
常

枠
で
再
審
査
さ
れ
ま
す
。

♦
通
常
枠

　

新
分
野
展
開
や
業
態
転
換
、
事
業

・
業
種
転
換
等
の
取
り
組
み
、
事
業

再
編
ま
た
は
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を

通
じ
た
規
模
の
拡
大
を
目
指
す
企
業

が
対
象
で
す
。

　

前
述
の
①
～
③
を
満
た
す
こ
と
が

必
要
と
な
り
ま
す
。

♦
大
規
模
賃
金
引
上
枠

　

多
く
の
従
業
員
を
雇
用
し
な
が
ら

継
続
的
な
賃
金
引
き
上
げ
に
取
り
組

み
つ
つ
、
従
業
員
を
増
や
し
て
生
産

性
を
向
上
さ
せ
る
企
業
が
対
象
で
す
。

　

①
～
③
を
満
た
し
、
か
つ
補
助
事

業
実
施
期
間
の
終
了
時
点
を
含
む
事

業
年
度
か
ら
3
～
5
年
の
事
業
計
画

期
間
終
了
ま
で
の
間
、
事
業
場
内
最

低
賃
金
を
年
額
45
円
以
上
の
水
準
で

引
き
上
げ
る
こ
と
、
ま
た
は
同
期
間

で
従
業
員
を
年
率
平
均
1
・
5
％
以

上
（
初
年
度
は
1
・
0
％
以
上
）
増

員
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

♦
回
復
・
再
生
応
援
枠

　

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
引
き
続
き
業
況

が
厳
し
か
っ
た
り
、
事
業
再
生
に
取

り
組
む
企
業
が
対
象
で
す
。

　

他
の
事
業
類
型
と
は
異
な
り
、
主

要
設
備
の
変
更
を
求
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

　

①
～
③
を
満
た
し
、
か
つ
以
下
の

㋐
ま
た
は
㋑
の
ど
ち
ら
か
を
満
た
す

必
要
が
あ
り
ま
す
。

㋐
2
0
2
1
年
10
月
以
降
の
い
ず
れ

か
の
月
の
売
上
高
が
対
前
年
ま
た

は
前
々
年
の
同
月
比
で
30
％
以
上

減
少
し
て
い
る
こ
と

㋑
中
小
企
業
活
性
化
協
議
会
（
旧
：

中
小
企
業
再
生
支
援
協
議
会
）
等

か
ら
支
援
を
受
け
再
生
計
画
等
を

策
定
し
て
い
る
こ
と

♦
最
低
賃
金
枠

　

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
の
影
響
を

受
け
、
そ
の
原
資
の
確
保
が
困
難
で
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あ
る
、
特
に
業
況
の
厳
し
い
企
業
が

対
象
で
す
。

　

①
～
③
を
満
た
し
、
か
つ
20
年
10

月
か
ら
21
年
6
月
ま
で
の
間
で
、
3

カ
月
以
上
最
低
賃
金
＋
30
円
以
内
で

雇
用
し
て
い
る
従
業
員
が
全
従
業
員

の
10
％
以
上
い
る
こ
と
、
ま
た
は
20

年
4
月
以
降
の
い
ず
れ
か
の
月
の
売

上
高
が
対
前
年
ま
た
は
前
々
年
の
同

月
比
で
30
％
以
上
減
少
し
て
い
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

本
枠
に
は
加
点
措
置
が
あ
り
、
回

復
・
再
生
応
援
枠
に
比
べ
て
採
択
率

に
お
い
て
優
遇
さ
れ
ま
す
。

♦
グ
リ
ー
ン
成
長
枠

　

グ
リ
ー
ン
分
野
で
の
事
業
再
構
築

を
通
じ
て
高
い
成
長
を
目
指
す
企
業

が
対
象
で
す
。

　

グ
リ
ー
ン
分
野
で
の
事
業
再
構
築

が
重
視
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
①

は
課
さ
れ
ま
せ
ん
。
補
助
上
限
額
が

最
も
高
額
と
な
り
ま
す
。

　

②
③
を
満
た
し
、
か
つ
グ
リ
ー
ン

成
長
戦
略
「
実
行
計
画
」
14
分
野
に

掲
げ
ら
れ
た
課
題
の
解
決
に
資
す
る

取
り
組
み
と
し
て
記
載
が

あ
る
も
の
に
該
当
し
、
そ

の
取
り
組
み
に
関
連
す
る

2
年
以
上
の
研
究
開
発
・

技
術
開
発
、
ま
た
は
従
業

員
の
一
定
割
合
以
上
に
対

す
る
人
材
育
成
を
あ
わ
せ

て
行
う
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

３
．
補
助
対
象
経
費
の
区
分

　

事
業
拡
大
に
つ
な
が
る
事
業
資
産

（
有
形
・
無
形
）
へ
の
相
応
規
模
の

投
資
が
対
象
と
な
り
ま
す
。
例
え
ば
、

建
物
費
、
機
械
装
置
・
シ
ス
テ
ム
構

築
費
、
技
術
導
入
費
、
外
注
費
、
広

告
宣
伝
費
・
販
売
促
進
費
、
研
修
費

な
ど
で
す
。

　

従
業
員
の
人
件
費

や
旅
費
、
不
動
産
、

汎
用
品
の
購
入
費
な

ど
は
対
象
外
で
す
。

４
．
申
請
の
流
れ

⑴
電
子
申
請
の
準
備

　

電
子
申
請
の
み
と

な
り
、
Ｊ
グ
ラ
ン
ツ

（
デ
ジ
タ
ル
庁
が
運

営
す
る
補
助
金
の
電

子
申
請
シ
ス
テ
ム
）

「
Ｇ
ビ
ズ
Ｉ
Ｄ
プ
ラ

イ
ム
ア
カ
ウ
ン
ト
」

の
取
得
が
必
要
で
す
。

　

ア
カ
ウ
ン
ト
発
行

ま
で
数
週
間
か
か
る

場
合
も
あ
る
た
め
、

未
取
得
の
方
は
、
Ｇ

ビ
ズ
Ｉ
Ｄ
の
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
（https://gbiz-id.go.jp/

）

よ
り
利
用
登
録
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

⑵
事
業
計
画
の
策
定

　

事
業
計
画
は
認
定
経
営
革
新
等
支

援
機
関
と
相
談
し
な
が
ら
作
成
し
ま

し
ょ
う
。

　

事
業
実
施
体
制
・
財
務
の
妥
当
性
、

市
場
ニ
ー
ズ
の
検
証
、
課
題
解
決
の

妥
当
性
、
費
用
対
効
果
、
再
構
築
の

必
要
性
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
貢

献
、
経
済
成
長
へ
の
貢
献
な
ど
が
審

査
項
目
と
な
り
ま
す
。

　

事
業
再
構
築
の
必
要
性
に
加
え
、

事
業
再
構
築
の
具
体
的
内
容
（
提
供

す
る
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
、
導
入
す
る

設
備
、
工
事
等
）
や
市
場
の
状
況
、

自
社
の
優
位
性
や
価
格
設
定
、
課
題

や
リ
ス
ク
と
そ
の
解
決
法
を
計
画
に

含
め
る
こ
と
が
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

５
．
税
務
会
計
上
の
ポ
イ
ン
ト

　

補
助
金
交
付
額
が
決
定
し
た
際
に

収
益
計
上
と
な
る
た
め
、
設
備
な
ど

の
購
入
時
期
と
事
業
年
度
が
異
な
る

場
合
は
注
意
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
令
和
3
年
8
月
に
、
（独）
中

小
企
業
基
盤
整
備
機
構
が
、
固
定
資

産
の
取
得
の
み
課
税
の
繰
り
延
べ
と

な
る
圧
縮
記
帳
の
適
用
を
認
め
る
発

表
を
し
て
い
ま
す
。

図表❶　補助額・補助率
通常枠

従業員 補助額 補助率
20人以下 100万円～2,000万円 中小企業：2/3

（6,000万円超は1/2）
中堅企業：1/2
（4,000万円超は1/3）

21～50人 100万円～4,000万円
51～100人 100万円～6,000万円
101人以上 100万円～8,000万円

大規模賃金引上枠
補助対象者 補助額 補助率
従業員101人
以上の中小企
業・中堅企業

8,000万円超～1億円
中小企業：2/3
（6,000万円超は1/2）
中堅企業：1/2
（4,000万円超は1/3）

回復・再生応援枠、最低賃金枠
従業員 補助額 補助率
5人以下 100万円～500万円

中小企業：3/4
中堅企業：2/36～20人 100万円～1,000万円

21人以上 100万円～1,500万円
グリーン成長枠

中小／中堅 補助額 補助率
中小企業 100万円～1億円 1/2
中堅企業 100万円～1.5億円 1/3

出所：図表❶❷とも中小企業庁「事業再構築補助金の概要（中小企業等事業再構築促進
事業）7.0版」令和4年3月28日

図表❷　タイムスケジュール

採択 補助金の支払い交付決定

補助事業期間（12カ月または14カ月）
（設備の購入等を行う期間）

確定検査
補助額の確定

●フォローアップ期間は5年間
●年次報告が必要

次年度から事業計画期間

実績報告 精算払い請求交付申請


